
１．特別職

区 分 職員数 共済費 合計
報酬 給料 期末 地域 その他 計

手当 手当 の手当
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

長等 4 38,392 14,783 3,841 478 57,494 9,834 67,328

本年度 議員 35 239,346 98,329 337,675 136,458 474,133

その他 4,530 1,487,107 1,487,107 88,041 1,575,148

計 4,569 1,726,453 38,392 113,112 3,841 478 1,882,276 234,333 2,116,609

長等 4 42,480 16,356 4,249 6,914 69,999 10,328 80,327

前年度 議員 36 246,120 101,115 347,235 141,835 489,070

その他 4,529 1,481,774 1,481,774 88,041 1,569,815

計 4,569 1,727,894 42,480 117,471 4,249 6,914 1,899,008 240,204 2,139,212

長等 0 △ 4,088 △ 1,573 △ 408 △ 6,436 △ 12,505 △ 494 △ 12,999

比　較 議員 △ 1 △ 6,774 △ 2,786 △ 9,560 △ 5,377 △ 14,937

その他 1 5,333 5,333 0 5,333

計 0 △ 1,441 △ 4,088 △ 4,359 △ 408 △ 6,436 △ 16,732 △ 5,871 △ 22,603

給　　　与　　　費

     給　　与　　費　　明　　細　　書
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２．一般職

(1)　総　括

区　分 共済費 合計

報酬 給料 職員手当 計
　人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本年度 10,327,327 10,099,100 20,426,427 3,673,972 24,100,399
2,408

前年度 10,332,653 10,092,571 20,425,224 3,763,741 24,188,965
2,388

比　較 △ 5,326 6,529 1,203 △ 89,769 △ 88,566
20

　※　　職員数には教育長１人、休職者等20人を含む。
　※※（　）内は短時間勤務職員の人数

初任給 扶養 地域 時間外 期末勤勉 管理職
調整手当 手当 手当 勤務手当 手当 手当

職員手当 千円 千円 千円 千円 千円 千円
11,202 331,196 1,344,702 1,004,530 4,219,077 559,131

の内訳
7,862 329,950 1,343,979 1,007,432 4,188,115 549,183

3,340 1,246 723 △ 2,902 30,962 9,948

特殊勤務 通勤 退職 住居 寒冷地 単身赴任
手当 手当 手当 手当 手当 手当

職員手当 千円 千円 千円 千円 千円 千円
46,287 217,957 1,953,579 411,040 51 348

の内訳
41,824 215,088 2,003,705 405,034 51 348

4,463 2,869 △ 50,126 6,006 0 0

区　分

本年度

239)（

本年度

前年度

給　　　与　　　費
職員数

比　較

283)

△44)（

（

比　較

前年度

区　分
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(2)  給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額   増減事由別内訳 説    明

千円 千円 ・前年度給与改定分　△1.45%
△ 5,326 給与改定 △ 150,320

に伴う
増減分

給 ・平均昇給率 1.64%
170,017

昇給に伴う
増加分

料 定数増減 86,825 ・20人分
に伴う
増減分
その他の △ 111,848
増減分

職 6,529 給与改定 △ 88,065
に伴う

員 増減分

手 昇給 99,605
に伴う

当 増加分
定数増減 60,155 ・20人分

等 に伴う
増減分
その他の △ 65,166
増減分

　※医師を除き、平成24年10月1日から給料の減額を行っています。

備　　　　　考

(3)給料及び職員手当の状況

ア．職員一人当たり給与

平成 平均給料月額(円)

25年1月1日 平均給与月額(円)

平均年齢(歳) 41 歳 4 月 45 歳 8 月 39 歳 0 月

平成 平均給料月額(円)

24年1月1日 平均給与月額(円)

平均年齢(歳) 41 歳 1 月 45 歳 4 月 39 歳 0 月

　※平均給与月額とは、平均給料月額に月々支払われる、扶養手当、通勤手当、時間外勤務

　手当、地域手当などの職員手当を合算したものをいいます。

イ．初任給

区　　　分 一般行政職

高 校 卒 148,500　円

短 大 卒 164,300

大 学 卒 180,600

そ の 他
(25歳採用環境業務員)

消防職

448,009

区　　　分

320,517 317,178

一般行政職 技能労務職 消防職

331,036

452,273

157,200  円

510,144

322,440

514,374

331,645

437,731430,698

332,805

173,900

187,600 172,200

182,400

一般行政職

国の制度

技能労務職

152,800

140,100  円
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ウ．級別職員数

 区  区

 分 級 級  分 級 級

16 1.0 18 1.1

75 4.7 82 5.2

 行 149 9.3 145 9.2  医

 政 198 12.4 198 12.6  療 1 25.0 1 33.4

(65 ) (37.1 ) (90 ) (43.9 )

 職 245 15.4 259 16.5  職

228 14.3 233 14.9 1 25.0 1 33.3

(１) 370 23.2 337 21.6 (１) 2 50.0 1 33.3

(110 ) (62.9 ) (115 ) (56.1 )

315 19.7 296 18.9

(175 ) (100.0 ) (205 ) (100.0 )

1,596 100.0 1,568 100.0 4 100.0 3 100.0

25 6.9 18 4.9

 行 (44 ) (91.7 ) (51 ) (85.0 )

129 35.5 117 31.7 2 9.1 2 8.3

 政

169 46.6 201 54.4  医 1 4.5 2 8.3

 職

23 6.3 15 4.1  療 1 4.5 2 8.3

(4 ) (8.3 ) (9 ) (15.0 )

(２) 17 4.7 18 4.9  職 2 9.1 4 16.8

(48 ) (100.0 ) (60 ) (100.0 )

363 100.0 369 100.0 6 27.3 6 25.0

1 0.2 1 0.2 (２) 4 18.2 6 25.0

10 2.4 10 2.4 6 27.3 2 8.3

 消 24 5.9 23 5.6 22 100.0 24 100.0

66 16.1 62 15.1

(16 ) (100.0 ) (18 ) (100.0 )

 防 57 13.9 65 15.9  医 1 7.7 1 7.7

62 15.1 62 15.1  療 3 23.1 4 30.8

 職 130 31.8 125 30.6  職 4 30.7 5 38.4

60 14.6 62 15.1 3 23.1 3 23.1

(16 ) (100.0 ) (18 ) (100.0 )

410 100.0 410 100.0 (３) 2 15.4

※　（　）内は短時間勤務職員の人数及び構成比

13 100.0 13 100.0

（級別の標準的な職務内容）

区分

担当部長等 課長等 課長補佐等 上級主査

所長等

6級

7級

5級

4級 4級

計

計

1級 1級

2級

5級

2級

主査

7級

2級

計

1級

4級

8級

 職員数

2級 2級

1級 1級

1級

3級

7級

計

5級

3級

構成比

7級

6級

8級

7級

6級

5級

計

3級

2級

1級

6級

（単位；人，％）

8級

平成25年4月1日

4級

3級

2級

8級

7級

6級

構成比

5級

4級

 職員数

1級

7級

6級

計

8級

4級

5級

7級

1級

3級

2級

3級

2級

平成24年4月1日平成25年4月1日

2級3級

 職員数 構成比

8級

7級

6級

2級

5級

 職員数 構成比

6級

4級

計

3級

5級

平成24年4月1日

3級

5級

4級

5級

計

1級

3級

2級

部長等

計

行政職(1)

1級

計

技術員

1級

5級

事務員主任

4級

3級

6級

1級

3級

4級

5級

計 2級

3級

5級

4級 4級

8級

計

4級
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エ．期末手当・勤勉手当

職制上の段階､

区　分 支給率計 職務の級等に 備考

6 (月分)  12(月分) (月分) よる加算措置

(0.975 ) (1.125) (2.10 )

1.90 2.05 3.95
(0.975 ) (1.125) (2.10 )

1.90 2.05 3.95

(0.975 ) (1.125) (2.10 )

1.90 2.05 3.95

　※（　）内は再任用職員の支給率

オ．定年退職に係る退職手当

20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度

区　分  の者  の者  の者 備　考

（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 30.55 41.34 59.28 59.28

国の制度

(支給率等) 30.55 41.34 59.28 59.28

カ．地域手当

支給率(％) 12 （医師15）

支給対象

職員数(人) 2,647

国の指定基準に

基づく支給率(％) 10

県の支給率(％) 12

前 年 度

本 年 度

国の制度

支給期別支給率

有

有

有
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キ．特殊勤務手当

 　　　区　　　　　分 全職種 一般行政職 技能労務職 消防職

  給料総額に対する比率(％)

0.5 0.1 1.8 0.7

　支給対象職員の比率(％)

        (25年1月1日) 25.6 7.5 46.8 76.3

  代表的な特殊勤務手当の 清掃作業手当、福祉業務手当、救急作業手当

           名  称

ク．その他の手当

区　　分 国の制度 　　　　　　差　　異　　の　　内　　容

との異同

初任給調整手当 同　じ

（本市） （国）

配偶者 13,700円 13,000円

扶 養 手 当 異なる 配偶者以外の扶養親族の

うち２人までのそれぞれ  7,800円  6,500円

配偶者が扶養親族でない

職員の扶養親族のうち１人  7,800円  6,500円

配偶者のない職員の扶養

親族のうち１人 11,200円 11,000円

時間外勤務手当 同　じ

管 理 職 手 当 同　じ

最高限度額 （本市） なし

（国） 55,000円

最高限度額 （本市） 28,000円

（国） 27,000円

寒 冷 地 手 当　 同　じ

単身赴任手当　 同　じ

代表的な職種

通 勤 手 当

異なる

異なる

住 居 手 当
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　  継　 　 続  　　費  　　に　  　関

　　　　　　　全　　　体　　　計　　　画

年 　　　左　　の　　財　　源　　内

年割額 　　　特　　定　　財　　源

度 国県支出金 地方債 その他

25 98,919

26 201,216 10,266

計 300,135 10,266     

22 2 2

23 7,144 7,144

24 17,159 17,159

25 4,052 4,052

計 28,357 28,357     

事　業　名

庁舎等整備事業
（新庁舎建設に伴う
設計委託費）

２　清掃費５　衛生費

（仮称）藤沢市リサ
イクルセンター整備
事業
（工事監理委託）

款 項

２ 総務費 １ 総務管理費
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 　す　　　る　　　調　　　書　　

　　（単位　千円）

　訳

一般財源

98,919 98,919 33.0      

190,950 　 201,216 -         

289,869    98,919     201,216    33.0      

2 2 0.0       

7,144 7,144 25.2      

17,159 17,159 60.5      

4,052 4,052 14.3      

           7,146      17,159     4,052      28,357                100.0     

前前年度末
ま  で  の
支  出  額

継続費の総
額に対する
進捗率  ％

当該年度末
ま  で  の
支出予定額

翌年度以降
支出予定額

前 年 度 末
ま で の 支
出(見 込)額

当 該 年 度
支出予定額
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　　　債　　　　務　　　　負　　　　担

前年度までの支

　　　事　　　　　　　項　　　　 議決年月日 限  度  額 負  担  額

 　期　　間

　（年　度）

476,035 476,035

（平成25年3月18日）  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

57,716 57,716

（平成25年3月18日）  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

153,360 153,360

（平成25年3月18日）  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

56,265 56,265

（平成25年3月18日）  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

693,125 693,125

（平成25年3月18日）  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

228,698 228,698

（平成25年3月18日）  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

25,185 25,185

（平成25年3月18日）  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

94,972 94,972

（平成25年3月18日）  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

4,252,722 4,252,722

（平成25年3月18日）  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

14,500 14,500

（平成25年3月18日）  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

19,000 19,000

（平成25年3月18日）  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

282,000 282,000

（平成25年3月18日）  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

93,000 93,000

（平成25年3月18日）  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

155,000 155,000

（平成25年3月18日）  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

688,000 688,000

（平成25年3月18日）  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

総合防災センター事業費 5,899,709 5,387,299

（賃借料及び委託料） 平成24年3月28日
及び物価変動等

に伴う額
及び物価変動等

に伴う額 平成24年度

鵠沼奥田線事業用地取得費
（平成20年度、平成21年度及
び平成23年度取得分）

戸中橋線道路改良事業用地取
得費

公共事業
先行取得
用地取得
費（平成
25年度再
設定）

児童館事業用地取得費（平成
20年度取得分）

村岡地区都市拠点総合整備事
業用地取得費（平成9年度取
得分）

防災拠点倉庫設置事業用地取
得費（平成22年度取得分）

石川丸山緑地事業用地取得費
（平成24年度取得分）

藤沢６５２号線道路改良事業用
地取得費

公共事業用地臨時取得費

長久保公園事業用地取得費

公共事業
先行取得
用地取得
費（平成
25年度）

桜小路公園事業用地取得費

上西原公園事業用地取得費
（平成24年度取得分）

片瀬山五丁目緑地等事業用地
取得費（平成19年度取得分）

藤沢石川線事業用地取得費
（平成23年度取得分）

藤沢６５２号線道路改良事業
用地取得費（平成22年度及び
平成23年度取得分）

川名緑地事業用地取得費（平
成23年度取得分）
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  　行　　　　為　　　　調　　　　書
  （単位　千円）

出(見込)額 当 該 年 度  　左    の    財    源    内    訳

支 出 予 定 額

 金　　額  金　　額 期  間 金   額 国県支出金 地 方 債 その他

(年　度)

平成26年度から 476,035 476,035

平成30年度まで  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

平成26年度から 57,716 57,716

平成30年度まで  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

平成26年度から 153,360 153,360

平成30年度まで  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

平成26年度から 56,265 56,265

平成30年度まで  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

平成26年度から 693,125 693,125

平成30年度まで  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

平成26年度から 228,698 228,698

平成30年度まで  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

平成26年度から 25,185 25,185

平成30年度まで  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

平成26年度から 94,972 94,972

平成30年度まで  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

平成26年度から 4,252,722 4,252,722

平成35年度まで  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

平成26年度から 14,500 14,500

平成28年度まで  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

平成26年度から 19,000 19,000

平成30年度まで  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

平成26年度から 282,000 282,000

平成30年度まで  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

平成26年度から 93,000 93,000

平成30年度まで  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

平成26年度から 155,000 155,000

平成30年度まで  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

平成26年度から 688,000 688,000

平成30年度まで  並びに事務費及び
利子に相当する額

 並びに事務費及び
利子に相当する額

540,099 524,022 平成26年度から 4,323,178 4,323,178
及び物価変動
等に伴う額

及び物価変動等
に伴う額 平成34年度まで

及び物価変動等
に伴う額

及び物価変動等
に伴う額

一般財源

翌年度以降支出予定額

特    定    財    源
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前年度までの支

　　　事　　　　　　　項　　　　 議決年月日 限  度  額 負  担  額

 　期　　間

　（年　度）

平成14年度から

鵠沼市民センター庁舎賃借料 平成14年3月25日 403,920 395,937 平成24年度まで

（仮称）藤沢市北部環境事業所 7,304,955 平成19年度から

１号炉運営事業費（委託料） 平成16年3月24日 8,537,000
及び物価変動等

に伴う額 平成24年度まで

平成22年度から

平成22年3月17日 1,007,343 922,016 平成24年度まで

6,951,000 4,533,900

平成22年3月17日 及び物価変動等
に伴う額

及び物価変動等
に伴う額

（公有財産購入費） 平成24年12月14日 90,000 90,000

（補助金） 平成24年12月14日 143,670 143,670 平成24年度まで

業務委託料 （平成25年3月18日） 9,815 9,815

                 計 30,332,035 26,077,170 

辻堂駅周辺地域都市再生事業費

有機質資源再生センター運営事業費

有機質資源再生センター運営事業費

（償還金）

（仮称）藤沢市リサイクル

センター運営事業費（委託料）

線引き見直しに伴う基礎資料作成
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出(見込)額 当 該 年 度  　左    の    財    源    内    訳

支 出 予 定 額

 金　　額  金　　額 期  間 金   額 国県支出金 地 方 債 その他

(年　度)

平成26年度から

264,175 26,396 平成29年度まで 105,366 105,366

2,191,488 365,248 平成26年度から 4,748,219 4,748,219
及び物価変動
等に伴う額

及び物価変動等
に伴う額 平成39年度まで

及び物価変動等
に伴う額

及び物価変動等
に伴う額

平成26年度から

93,359 69,055 平成36年度まで 759,602 759,602

         222,306 4,311,594 4,311,594
及び物価変動等

に伴う額
及び物価変動等

に伴う額
及び物価変動等

に伴う額

平成26年度まで 90,000 90,000

33,250 55,210 平成26年度まで 55,210 55,210

平成26年度まで 9,815 9,815

3,122,371 1,262,237  21,692,562 　       　      　        21,692,562 

議決年月日（　　）内は予定

平成26年度から
平成44年度まで

翌年度以降支出予定額

特    定    財    源

一般財源
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藤沢市土地開発公社に融資した金融機関 事業資金を６，３８９，７２１千円の範囲内で、融資し

に対する損失補償 する。

住宅災害防止資金として融資した金融機 事業資金を１３，５６５千円の範囲内で、融資した金融

関に対する損失補償

財団法人藤沢市まちづくり協会に融資し 事業資金を２５９，０００千円の範囲内で、融資した金

た金融機関に対する損失補償

計 ６，６６２，２８６千円
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　た金融機関がそのために損失を受けた場合には元金、期限内及び期限後の利子を補償

　機関がそのために損失を受けた場合には元金、期間内及び期限後の利子を補償する。

　融機関がそのために損失を受けた場合には元金、期限内及び期限後の利子を補償する。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　地　　　　方　　　　債　　

 １　普　通　債 42,450,884 41,961,873

(１)総　　務 1,432,720 1,161,940

(２)環境保全 515,687 484,137

(３)民　　生 1,681,519 1,676,803

(４)衛　　生 6,438,722 7,991,056

(５)農林水産 433,821 403,195

(６)商　　工 99,147 72,784

(７)土　　木 19,816,625 18,220,860

(８)市営住宅 1,316,372 1,162,674

(９)消　　防 1,624,074 1,503,740

(10)教　　育 9,092,197 9,284,684

 ２　そ　の　他 34,115,429 33,446,558

(１)減税補てん 8,763,625 7,202,149

(２)臨時税収補てん 551,930 456,237

(３)臨時財政対策 24,799,874 25,788,172

76,566,313 75,408,431合　　　計

区　　　分 前前年度末現在高 前年度末現在高見込額
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　　調　　　　書　　　　

（単位　千円）

当該年度中起債見込額 当該年度中償還見込額

1,763,360 5,001,776 38,723,457

382,100 170,586 1,373,454

0 43,032 441,105

0 149,790 1,527,013

493,100 660,624 7,823,532

0 34,180 369,015

19,300 19,086 72,998

446,860 2,525,661 16,142,059

62,700 241,153 984,221

359,300 265,548 1,597,492

0 892,116 8,392,568

2,000,000 2,868,535 32,578,023

0 1,584,032 5,618,117

0 97,712 358,525

2,000,000 1,186,791 26,601,381

3,763,360 7,870,311 71,301,480

当該年度末現在高見込額
当該年度中増減見込額
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